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令和５年度予算編成方針 
 

１ 社会経済情勢と来年度の展望 

２０２２年４月－６月期の「実質ＧＤＰ（２次速報値）」は、前期比＋０．９％

（年率換算＋３．５％）の５４４兆円と、３四半期連続のプラス成長となり、コ

ロナ前（５４１兆円。２０１９年１０月－１２月期）の水準を上回った。今期は、

コロナの新規感染者数が落ち着いていた時期で、外出関連消費の改善が進んで

いる。 

景気の先行きは、原材料価格の高騰と円安の同時進行による物価上昇の影響

が懸念される。家庭で消費するモノやサービスの値動きを見る「消費者物価指

数」は、総務省の発表によると８月は、前年同月比で２．８％の増加。１２か月

連続で上昇している。５か月連続で２％を超えているが、物価上昇に賃金の伸び

が追い付いていない状況がうかがえる。厚生労働省が発表する「毎月勤労統計調

査」によると７月の現金給与総額は、前年同月比で１．８％増加しているが、物

価変動を反映させた実質賃金では前年同月比で１．３％減少しており、４か月連

続のマイナスとなっている。１０月からは多くの食料品で値上げが予定されて

おり、賃金が伸びなければ、物価上昇が消費抑制へと働く可能性がある。 

一方、雇用環境は改善傾向にある。２０２２年７月の県内の有効求人倍率は、

１．３８倍で５か月連続の上昇。別府管内では、同月期０．９７倍とコロナ禍で

最も良い水準まで持ち直してきている。 

観光庁が発表した「宿泊旅行統計調査（第１次速報値）」によると、２０２２

年７月の延べ宿泊者数は、前年同月比で２８．６％増加しているものの、コロナ

前の２０１９年同月比では２５％の減少。持ち直しの傾向は見られるものの、宿

泊旅行は低迷が続いている。この状況は、国内旅行の促進と外国人観光客受け入

れの正常化が進めば、段階的に回復が見込まれる。今月１１日からは第７波の到

来で見送られた全国規模での観光需要喚起策「全国旅行支援」が実施され、先月

７日から一部が緩和された水際対策も入国者数の上限撤廃、個人旅行の解禁や

ビザ取得免除が解禁される。これら政府の方針は、景気回復に大きく寄与するも

のと考えられる。 

令和５年度においても、コロナの感染拡大防止と社会経済活動とのバランス

は求められると考えられるが、以前のように感染防止のために行動制限が課せ

られるとは考えにくく、個人消費を中心として景気は回復基調が見込まれる。 

 

２ 本市の財政状況と来年度の見通し 

本市における令和３年度普通会計決算の状況は、８３億円規模のコロナ対策

を講じる中で、「実質単年度収支」は２年連続で黒字。市税や普通地方交付税等

の経常的な一般財源が人件費、扶助費、公債費などの経常的経費にどの程度充て

られているかを表す「経常収支比率」は４年連続で改善。財政調整用基金は、令
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和２年度末から１１億円積み増しして８６億円を確保することができた。 

令和４年度は、これまで、感染症対策業務従事員による消毒作業の実施、別府

市ＰＣＲ検査センターの運営、コロナワクチンの接種、プレミアム商品券の発

行、コロナ禍における物価高騰対策として子育て世帯への１万円クーポン券の

支給、学校給食費の負担軽減、高齢者に対する交通系ＩＣカードの配付など５４

億円規模のコロナ対策（物価高騰対策を含む。）を講じている。臨時交付金など

の財源を活用しながら実施しているものの、９月補正予算編成後における財政

調整用基金は昨年度末から１３億円減少する７３億円が見込まれ、難しい財政

運営を強いられている。 

さて、令和５年度の見通しであるが、「経済財政運営と改革の基本方針２０２

１（骨太の方針２０２１）」において、地方一般財源の総額は、２０２２年度か

ら２０２４年度までの３年間、２０２１年度の地方財政計画の水準を下回らな

いよう実質的に同水準を確保することが示されている（地方一般財源総額実質

同水準ルール）。国の新年度予算概算要求時における地方財政収支の仮試算を見

ると、地方税は前年度比２．７％の増加、地方交付税は同０．８％の増加、地方

交付税の代替措置として発行する臨時財政対策債は同２６．９％の減少で、一般

財源総額は同０．３％の増加（地方交付税交付団体ベース）となっており、ルー

ルに則って一般財源が確保されていることがうかがえる。 

本市においては、個人市民税や固定資産税の増加により市税は増収が予測さ

れ、これに国の仮試算に当てはめて試算した地方交付税や臨時財政対策債等を

含めた一般財源総額は今年度並みを確保できる見込み。一方、歳出は、公債費は

減少するものの、扶助費の増加が見込まれ、コロナや物価高騰への対応はもちろ

んのこと、新たな課題への対応や人口減少対策、公共施設の老朽化対策など既存

の課題に対しても引き続き対応していかなければならず、財政需要は増す一方

で、多額の収支不足が見込まれる。 

先月１４日、コロナの世界全体での死者数が２０２０年３月以来の低い水準

となったことから、パンデミックの終わりが視野に入ってきたとＷＨＯから発

表がなされた。期待とともに、冬場に向けて第８波の到来が心配されるが、コロ

ナ禍からの脱却、そして平時ベースへの移行に向けて、引き続き歳入歳出両面か

らの改善に取り組み、将来にわたって健全で持続可能な財政運営を行うことが

より一層求められる。 

 

３ 予算編成における基本姿勢 

こうした状況を踏まえ、令和５年度の予算編成は、限られた財源を有効かつ効

率的に活用するため、経常的経費を抑制しつつ、事業の緊急性、必要性、費用対

効果等を見極めて優先順位付けを行い、各政策分野が抱える喫緊の課題に対応

する事業に財源を重点配分する観点から、枠配分対象経費は、扶助費を除き、経

常経費充当一般財源を極力抑制して各部局等に配分し、それ以外の経費は一件
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査定を行う。各部局等は、社会経済情勢を見極め、市民ニーズを的確に把握し、

市民の期待に応えられるよう、部局内で十分精査した上で予算要求するものと

し、下記の事項を基本として取り組むこと。 

 

記 

 

１ 骨格予算の編成 

令和５年４月に統一地方選挙が予定されていることから、義務的経費を中

心とした「骨格予算」を編成する。ただし、予算要求は、通常ベースで年間予

算を前提として行うこと。 

 

２ 市民の心に寄り添った行政サービスの提供 

窓口、電話、メール、「ひとまもり・まちまもり懇談会」など様々な機会を

通じて市民から届けられた声を適切に反映した予算要求を行うこと。 

 

３ エビデンスに基づいた政策の推進 

総合計画や総合戦略で掲げた政策目標の実現に向けて、将来ビジョンを明確

にした上で、客観的な統計情報・データ、事実などのエビデンスに基づいた政

策を推進するものとする。本予算編成を契機として、ロジックモデル（投入資

源から政策効果までの論理的な因果関係を整理したもの）を意識した政策の立

案、効果を測るための適切な指標の設定など、論理的に考えながら政策を立案

することを定着化させていく。 

 

４ 子ども政策の推進 

コロナ禍の影響を踏まえ、べっぷの将来を担う全ての子どもたちが希望を

持ち、心身ともに健やかに成長できるよう、子どもの未来を中心に据えた予算

要求を行うこと。 

 

５ ＳＤＧｓを意識した取組 

国際社会の一員として、国際目標であるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を

実現するため、１７のゴールを意識して事務事業に取り組むという観点から、

ゴールのアイコンナンバーを明示して予算要求すること。 




